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審査事件の概況①

令和４年度の特徴

東京オリンピック・パラリンピック関連の入札談合事案、電力小
売分野における市場分割カルテル事案（課徴金額は過去最高）
等大規模な入札談合、カルテルへの厳正な対応

情報システム調達に係る実態調査等のアドボカシーと連携した
事案や電力小売分野等規制改革が進められた分野における事
案への効果的な取組

インボイス制度の導入に関連した優越的地位の濫用行為につな
がるおそれのある事案など中小事業者等に不当に不利益を与
える行為に迅速に対処

１



◆法的措置１１件（排除措置命令８件、確約計画の認定３件）

２

審査事件の概況②

◆課徴金額約１０１９．８億円
（過去最高）

◆事業者による自発的な措置
１件

【法的措置（注１）件数等の推移】 【排除措置命令・確約計画の認定・警告等の件数の推移】

◆検事総長への告発１件

課徴金額等の推移



入札談合・カルテル事案への厳正な対処

公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会が発注す
る東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に関するテストイベント計
画立案等業務委託契約等の入札談合事件（令和５年２月２８日告発）

旧一般電気事業者らが、互いに相手方の供給区域で顧客獲得競争を制限するこ
とを合意し、自社の供給区域において、電気料金の水準を維持又は上昇させてい
た。
違反行為事業者４社に対し、総額1010億3399万円（過去最高額）の課徴金納付
命令
１事業者に対する課徴金（707億1586万円）も過去最高額

発注者である組織委員会の従業者と国内外の主要なスポーツイベント等の運営
実績がある大手の広告代理店又は大手のイベント企画・運営会社等の従業者
が、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の運営業務等を対象として
入札談合を行っていた。
発注者の従業者１名を含む６社７名を刑事告発

３

旧一般電気事業者らによる市場分割カルテル事件（３件。令和５年３月３０日排除措
置命令及び課徴金納付命令）



旧一般電気事業者らによる市場分割カルテ
ル事件（令和５年３月30日排除措置命令、課
徴金納付命令）（再掲）。
電気事業連合会に対する申入れ

電力・ガス取引監視等委員会に対する情報
提供

株式会社サイネックス及び株式会社スマートバリューに対する確約計画の認定（令和４年６月30日）

実態調査等のアドボカシーとの連携、規制改革分野への取組

協同組合による違反につながるおそれの
ある行為に対して注意。

農業協同組合に係る部会による部会員
の販売活動の制限

漁業協同組合による、組合員に対する漁
協外販売に係る手数料の徴収、販売活
動の制限、全量出荷の義務付け

電力分野 農協・漁協

規制改革分野における事案

４

株式会社サイネックス及び株式会社スマートバリューはそれぞれ、ホームページをリニューアルする業務の
発注を検討している市町村等に対し、オープンソースソフトウェアのコンテンツ管理システムを取り扱う事業
者が当該業務の受注競争に参加することを困難にさせる要件を仕様書等に盛り込むよう働き掛けていた。
関連する実態調査報告書
・ 官公庁における情報システム調達に関する実態調査（令和４年２月８日報告書公表）
・ スタートアップの取引慣行に関する実態調査（令和２年１１月２７日最終報告書公表）
地方公共団体への周知
・全国の地方公共団体に対し、本件新聞発表文を周知

実態調査等のアドボカシーとの連携事案



５

中小事業者等に不利益を与える行為への対応①

年度 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

注意件数 ５６ ２９ ４７ ４６ ５５

優越的地位の濫用行為への取組

インボイス制度に関連した注意事例

令和４年度においては、インボイス制度導入に関連した優越的地位の濫用に該当するおそれのある
事案など５５件の注意を行った。

サプライチェーン全体での公正かつ自由な競争環境の確保
株式会社セブンーイレブン・ジャパンによるプライベート・ブランド製造委託に関する「商品案内作成代」へ
の対応について（令和４年１２月２２日公表）

• 公正取引委員会は、株式会社セブン－イレブン・ジャパン（以下「セブン－イレブン・ジャパン」という。）の取引先が、
セブン－イレブン・ジャパンのプライベート・ブランド等の製造委託先下請事業者から「商品案内作成代」を徴収して
いたことについて、下請法上の勧告をした後、これに関連して、セブン－イレブン・ジャパンに対し、当該取引先との
間における優越的地位の濫用の観点からみた問題の有無について事実確認するため資料を求めるなどした。こう
した中、セブン－イレブン・ジャパンから、当該取引先との取引を含むプライベート・ブランド等の製造委託に関する「
商品案内作成代」の徴収を取りやめ、徴収していた取引先に対して、その旨を通知するなどの措置を自発的に講じ
た旨の報告があったため、これ以上の対応は行わないこととした旨を公表した。

（単位：件）

「優越的地位濫用事件タスクフォース」による調査

イラストレーション制作業を営むＡ社は、経過措置(注)により一定の範囲で仕入税額控除が認め
られているにもかかわらず、業務委託先イラストレーターに対し、インボイス制度の実施後も課
税事業者に転換せず、免税事業者を選択する場合には、消費税率である１０パーセント相当額を
取引価格から引き下げると一方的に通知していた。
（注） 免税事業者からの課税仕入れについては、インボイス制度の実施後３年間は仕入税額

相当額の８割、その後３年間は同５割の控除ができることとされている。



６

年度 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

酒類 ２２ ６３ ９ ２９ ３７

石油製品 １９４ １６２ １１５ ２０６ １５１

家電製品 ０ ２ ０ １ ０

その他 １１ ８ １２ ８ ４

合計 ２２７ ２３５ １３６ ２４４ １９２

中小事業者等に不利益を与える行為への対応②

不当廉売への取組

酒類、石油製品、家電製品等の小売業に係る申告は、原則２か月以内に処理する方針
不当廉売につながるおそれがある事案に対し注意

（単位：件）

「ガソリン等の流通における不当廉売，差別対価等への対応について」の改定（令和４年
１１月１１日）も踏まえた実効性のある事件処理
・ 複数の給油所を運営している事業者が繰り返し注意を受けていた事案において、本社の責任者に対して注意
・ 繰り返し注意を受けていた事業者に対してその後の販売価格、仕入価格等について報告を求めるフォローアップ
調査を実施



７

◆ 令和４年度に公正取引委員会が公表した事案において対象となった商品・役務等

炭素鋼製突合せ
溶接式管継手

価格カルテル

再販売価格の拘束

食料品
（即席めん等）

宿泊予約サイト

同等性条件の
設定

入札談合

医事業務

入札談合

教育用コンピュータ機器

社会的ニーズに対応した多様な事件への対処

※検事総長への告発:赤、排除措置命令：オレンジ、確約認定：緑

医薬品

入札談合
ホームページリニュー
アル／スタートアップ
取引妨害

市場分割カルテル

電力

入札談合

国際的イベント

IT・デジタル関連分野



ＩＴ・デジタル関連分野における取組①

株式会社サイネックス及び株式会社スマートバリューに対する確約計画の認
定（令和４年６月３０日）（再掲）

エクスペディア・ロッジング・パートナー・サービシーズ・サールに対する確約
計画の認定（令和４年６月２日）

広島県又は広島市が発注するコンピュータ機器の入札等の参加業者らに対
する排除措置命令及び課徴金納付命令（令和４年１０月６日）

８

エクスペディアは、「Expedia」と称する宿泊予約サイトに宿泊施設を掲載する、宿泊施設運営業者との
間で締結する契約等において、当該宿泊施設運営業者が掲載する宿泊施設に係る宿泊料金及び部屋
数について、他の販売経路と同等又は他の販売経路よりも有利なものとする条件（ただし、当該契約に
おいて定めている、当該宿泊料金について自社ウェブサイト等の販売経路と同等又は当該販売経路より
も有利なものとする条件を除く。）を定めるとともに、当該宿泊施設運営業者に対し、当該条件の遵守に
ついて要請等をしていた。

広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器又は広島市発注の特定コンピュータ機器について、受
注価格の低落防止等を図るため、①受注すべき者を決定する②受注予定者以外の者は受注予定者が
受注できるように協力する旨の合意の下、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしてい
た。
総額約５６００万円の課徴金納付命令



９

ＩＴ・デジタル関連分野における取組②

デジタル・プラットフォーマー等のＩＴ・デジタル関連分野の事業
者による独占禁止法違反被疑為に係る取組

ＩＴ・デジタル関連分野における情報提供窓口の設置（平成２８年１０月２１日）

公正取引委員会は、ＩＴ・デジタル関連分野における独占禁止法違反被疑行為に
係る情報を広く受け付けるため、平成２８年１０月２１日に専用の情報提供窓口を
設置した。当委員会においては、今後窓口の更なる周知徹底を図るなどして、よ
り効率的な情報収集ができるよう取り組んでいくこととしている。

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

情報受付件数 １０４ １１７ １８０ １８２ １４０ １３９

（単位：件）【情報受付件数の推移】



１０

【参考】法的措置一覧

行為類型 件名等

価格カルテル
・炭素鋼製突合せ溶接式管継手の製造販売業者らに対する件
（令和４年１２月排除措置命令・課徴金納付命令）

その他のカルテル
・旧一般電気事業者らに対する件
（令和５年３月排除措置命令・課徴金納付命令）

入札談合

・広島県又は広島市が発注するコンピュータ機器の入札等の参加業者らに対する件
（令和４年１０月排除措置命令・課徴金納付命令）

・愛知県又は岐阜県に所在する病院が発注する医事業務の入札等の参加業者に
対する件（令和４年１０月排除措置命令・課徴金納付命令）

・独立行政法人国立病院機構が発注する九州エリアに所在する病院が調達する医
薬品の入札参加業者らに対する件（令和５年３月排除措置命令・課徴金納付命令）

不公正な取引方法

・株式会社一蘭に対する件
（令和４年５月確約計画の認定）

・エクスペディア・ロッジング・パートナー・サービシーズ・サールに対する件
（令和４年６月確約計画の認定）

・株式会社サイネックス及び株式会社スマートバリューに対する件
（令和４年６月確約計画の認定）


